
局 課

　事業の企画・立案・実施にあたり、男女共同参画の視点を取り入れているか。

　固定的な性別役割分担にとらわれずに実施したか。

　対象者として男女双方を想定したか。また、双方にとって利用・参加しやすいよう配慮したか。

　文章の表現・イラストについて男女共同参画に配慮しているか。
（その他の特記事項）　↓

（ＡＣＴＩＯＮ）

　【人事課】
引き続き、「女性委員の登用率40%以上」を達成できるよう、委員の選出規定の見直しや選出区分、選出方法の
見直し等について、審議会等の所管課に対する働きかけを行う。

実施内容 （ＤＯ）

２６
年度

重点方針

審議会委員への女性の登用の推進

３　政策や方針の企画・決定における女性の参画拡大

１　すべての審議会などへの女性委員の登用推進

目標・実績

実施できた
項目に
　

を入れてく
ださい

目標項目

28

（ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画の視点で事業を実施できたか

審議会等の女性の委員割合

3111

前年

２５
年度

評価２ （ＣＨＥＣＫ）　数値目標

評価３ （ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画審議会による指摘内容

実績の評価

年
度

25年度26年度

男女共同参画審議会による指摘に対する対応等について

目標値
36.9％

（26年3月31日）
40%以上

備考

（ＰＬＡＮ）

２６年度に
向けた
方向性

達成
年度

37.1%
（27年3月31日）

達成している 下回った

事業内容

参
考

今後の方向性

　【協働・男女参画課】
H26.4.1現在の数値では、尼崎市は39.3%と兵庫県下市町村ではトップとなっている。（兵庫県33.0%)
　【人事課】
各審議会に対し、女性委員の登用率向上について個々に具体的にどのような方法で女性委員を増やすことができるか聞き取りを
行い、次回の委嘱時にはさらに女性比率を上げるよう意識付けをおこなった。（H27.3.31 登用率 37.1％）

審議会等への女性委員の登用を推進するため、「女性委員の登用率40%以上」を達成できるよう、委員の選出規定の見直し
や選出区分、選出方法の見直し等について、審議会等の所管課に対する働きかけを行う。

【人事課】
各審議会に対し、女性委員の登用率向上について個々に具体的にどのような方法で女性委員を増やすことができるか聞き取りを
行い、次回の委嘱時にはさらに女性比率を上げるよう意識付けをおこなった。（H26.3.31 登用率 36.9％）
【協働・男女参画課】
（26年1月20日）市長をはじめ各局長で構成する男女共同参画推進本部において、市長から次のように審議会への女性委員の登用
推進について次のように呼びかけた。
　全国的にも審議会の女性比率が上昇してきている。尼崎市の目標である40％について、充て職による委員就任の見直すなど、メ
ンバー構成を少し見直すことで、達成できる審議会はあると思うため、40％について意識すること。（Ｈ25.4.1現在兵庫県下市町村で
はトップ　兵庫県：32％）

関連する計画

引き続き、「女性委員の登用率40%以上」を達成できるよう、委員の選出規定の見直しや選出区分、選出方法の見直し等につ
いて、審議会等の所管課に対する働きかけを行う。

方針

3111

平成２６年度【第２次尼崎市男女共同参画計画】　実施状況調査票

事業番号/
事業名

施策の方向

事業概要 （ＰＬＡＮ）

○

基本目標

１　政策形成への女性の参画の促進

評価１

総務局
市民協働局

人事課
協働・男女参画課

事業番号

-72-



局 課

　事業の企画・立案・実施にあたり、男女共同参画の視点を取り入れているか。

　固定的な性別役割分担にとらわれずに実施したか。

　対象者として男女双方を想定したか。また、双方にとって利用・参加しやすいよう配慮したか。

　文章の表現・イラストについて男女共同参画に配慮しているか。
（その他の特記事項）　↓

庶務・経理等の職務だけでなく、企画、対外的な折衝等多様な職務に登用できるよう女性職員の職域の拡大を図る。

引き続き取組みを継続します。

若手職員や女性職員を対象に、ジョブローテーションを行い、多様な分野への登用を図った。

※別紙資料あり

１　政策形成への女性の参画の促進

２　企画立案管理部門等への積極的な女性職員の配置

性別にとらわれない職域の拡大

関連する計画

3121
評価１

総務局 人事課 事業番号

（ＰＬＡＮ）

２６年度に
向けた
方向性

重点方針方針

3121

事業内容

達成
年度

参
考

下回った

26年度

男女共同参画審議会による指摘に対する対応等について

目標値

達成している

今後の方向性

前年

２５
年度

評価２ （ＣＨＥＣＫ）　数値目標

評価３ （ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画審議会による指摘内容

実績の評価

年
度

25年度目標・実績

実施できた
項目に
　

を入れてく
ださい

目標項目

28

（ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画の視点で事業を実施できたか

（ＡＣＴＩＯＮ）

引き続き取組みを継続します。

実施内容 （ＤＯ）

２６
年度

若手職員や女性職員を対象に、ジョブローテーションを行い、多様な分野への登用を図った。

※別紙資料あり

平成２６年度【第２次尼崎市男女共同参画計画】　実施状況調査票

事業番号/
事業名

施策の方向

事業概要 （ＰＬＡＮ）

○

基本目標 ３　政策や方針の企画・決定における女性の参画拡大

-73-



平
成
2
6年
度

№
3
1
2
1
「

性
別
に
と
ら
わ
れ
な
い
職
域
の
拡
大
」
別
紙
資
料

女
性
職
員
の
割
合

女
性
職
員
の
中
で
の
階
層
別
の
割
合

3
2.5
%

3
7.2
%

4
1.3
%

3
9.9
%

0
.0
%

1
0.0
%

2
0.0
%

3
0.0
%

4
0.0
%

5
0.0
%

平
成
１
５
年
度

平
成
２
０
年
度

平
成
２
５
年
度

平
成
２
６
年
度

一
般
職
, 8
9.7
%

一
般
職
, 8
1.4
%

一
般
職
, 7
9.9
%

補
佐
・
係
長
, 1
8.3
%

課
長
以
上
, 1
.7
%

一
般
職
, 9
1.4
%

補
佐
・
係
長
, 1
7.1
%

補
佐
・
係
長
, 9
.1
%

補
佐
・
係
長
, 7
.5
%

課
長
以
上
, 1
.4
%

課
長
以
上
, 1
.2
%

課
長
以
上
, 1
.1
%

0
%

2
0%

4
0%

6
0%

8
0%

1
0
0
%

平
成
１
５
年
度

平
成
２
０
年
度

平
成
２
５
年
度

平
成
２
６
年
度

●
 女
性
職
員
の
割
合
に
つ
い
て
は
、
１
１
年
間
（
Ｈ
１
５
⇔
Ｈ
２
６
比
較
）
で
、
７
．
４
ポ
イ
ン
ト
増
と
な
っ
て
い
る
。

●
 女
性
職
員
中
で
の
階
層
別
の
割
合
に
つ
い
て
は
、
課
長
以
上
の
管
理
職
に
お
い
て
は
、
１
１
年
間
（
Ｈ
１

５
⇔
Ｈ
２
６
比
較
）
で
、
０
．
7
ポ
イ
ン
ト
増
、
課
長
補
佐
・
係
長
級
に
つ
い
て
は
、
１
０
．
８
ポ
イ
ン
ト
増
と
な
っ
て

い
る
。

1
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平
成
2
6年
度

№
3
1
2
1
「

性
別
に
と
ら
わ
れ
な
い
職
域
の
拡
大
」
別
紙
資
料

企
画
財
政
局
、
都
市
整
備
局
に
お
け
る
女
性
職
員
の
割
合

技
術
職
（
土
木
、
建
築
、
電
気
、
機
械
）
に
お
け
る
女
性
職
員
の
割
合

企
画
財
政
局
, 3
0.0
%

企
画
財
政
局
, 3
5.0
%

都
市
整
備
局
, 4
.8
%

都
市
整
備
局
, 5
.9
%

都
市
整
備
局
, 1
0.1
%

都
市
整
備
局
, 1
2.2
%

企
画
財
政
局
, 1
3.8
%

企
画
財
政
局
, 3
.6
%

0
.0
%

5
.0
%

1
0.0
%

1
5.0
%

2
0.0
%

2
5.0
%

3
0.0
%

3
5.0
%

4
0.0
%

平
成
１
５
年
度

平
成
２
０
年
度

平
成
２
５
年
度

平
成
２
６
年
度

技
術
職
, 1
.2
%

技
術
職
, 2
.4
%

技
術
職
, 7
.6
%

技
術
職
, 9
.8
%

0
.0
%

2
.0
%

4
.0
%

6
.0
%

8
.0
%

1
0.0
%

1
2.0
%

平
成
１
５
年
度

平
成
２
０
年
度

平
成
２
５
年
度

平
成
２
６
年
度

●
 企
画
財
政
局
に
お
け
る
女
性
職
員
の
割
合
に
つ
い
て
は
、
１
１
年
間
（
Ｈ
１
５
⇔
Ｈ
２
６
比
較
）
で
、
３
１
．
４

ポ
イ
ン
ト
増
と
な
っ
て
い
る
。
（
政
策
部
、
行
財
政
改
革
部
、
ｼ
ﾃ
ｨﾌ
ﾟﾛ
ﾓ
ｰ
ｼ
ｮﾝ
推
進
部
で
カ
ウ
ン
ト
。
）

●
 都
市
整
備
局
に
お
け
る
女
性
職
員
の
割
合
に
つ
い
て
は
、
１
１
年
間
（
Ｈ
１
５
⇔
Ｈ
２
６
比
較
）
で
、
７
．
４

ポ
イ
ン
ト
増
と
な
っ
て
い
る
。
（
Ｈ
１
５
は
、
都
市
局
+
土
木
局
。
）

●
 技
術
職
（
土
木
、
建
築
、
電
気
、
機
械
）
に
お
け
る
女
性
職
員
の
割
合
に
つ
い
て
は
、
１
１
年
間
（
Ｈ
１
５
⇔

Ｈ
２
６
比
較
）
で
、
８
．
６
ポ
イ
ン
ト
増
と
な
っ
て
い
る
。2
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平
成
2
5年
度

№
3
1
2
1
「

性
別
に
と
ら
わ
れ
な
い
職
域
の
拡
大
」
別
紙
資
料

女
性
職
員
の
割
合

女
性
職
員
の
中
で
の
階
層
別
の
割
合

3
2.5
%

3
7.2
%

4
1.3
%

0
.0
%

1
0.0
%

2
0.0
%

3
0.0
%

4
0.0
%

5
0.0
%

平
成
１
５
年
度

平
成
２
０
年
度

平
成
２
５
年
度

一
般
職
, 8
9.7
%

一
般
職
, 8
1.4
%

一
般
職
, 9
1.4
%

補
佐
・
係
長
, 1
7.1
%

補
佐
・
係
長
, 9
.1
%

補
佐
・
係
長
, 7
.5
%

課
長
以
上
, 1
.4
%

課
長
以
上
, 1
.2
%

課
長
以
上
, 1
.1
%

0
%

2
0%

4
0%

6
0%

8
0%

1
0
0
%

平
成
１
５
年
度

平
成
２
０
年
度

平
成
２
５
年
度

●
 女
性
職
員
の
割
合
に
つ
い
て
は
、
１
０
年
間
（
Ｈ
１
５
⇔
Ｈ
２
５
比
較
）
で
、
８
．
８
ポ
イ
ン
ト
増
と
な
っ
て
い
る
。

●
 女
性
職
員
中
で
の
階
層
別
の
割
合
に
つ
い
て
は
、
課
長
以
上
の
管
理
職
に
お
い
て
は
、
１
０
年
間
（
Ｈ
１

５
⇔
Ｈ
２
５
比
較
）
で
、
０
．
３
ポ
イ
ン
ト
増
、
課
長
補
佐
・
係
長
級
に
つ
い
て
は
、
９
．
６
ポ
イ
ン
ト
増
と
な
っ
て
い

る
。

1
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平
成
2
5年
度

№
3
1
2
1
「

性
別
に
と
ら
わ
れ
な
い
職
域
の
拡
大
」
別
紙
資
料

企
画
財
政
局
、
都
市
整
備
局
に
お
け
る
女
性
職
員
の
割
合

技
術
職
（
土
木
、
建
築
、
電
気
、
機
械
）
に
お
け
る
女
性
職
員
の
割
合

企
画
財
政
局
, 3
0.0
%

都
市
整
備
局
, 4
.8
%

都
市
整
備
局
, 5
.9
%

都
市
整
備
局
, 1
0.1
%

企
画
財
政
局
, 1
3.8
%

企
画
財
政
局
, 3
.6
%

0
.0
%

5
.0
%

1
0.0
%

1
5.0
%

2
0.0
%

2
5.0
%

3
0.0
%

3
5.0
%

平
成
１
５
年
度

平
成
２
０
年
度

平
成
２
５
年
度

技
術
職
, 1
.2
%

技
術
職
, 2
.4
%

技
術
職
, 8
.3
%

0
.0
%

1
.0
%

2
.0
%

3
.0
%

4
.0
%

5
.0
%

6
.0
%

7
.0
%

8
.0
%

9
.0
%

1
0.0
%

平
成
１
５
年
度

平
成
２
０
年
度

平
成
２
５
年
度

●
 企
画
財
政
局
に
お
け
る
女
性
職
員
の
割
合
に
つ
い
て
は
、
１
０
年
間
（
Ｈ
１
５
⇔
Ｈ
２
５
比
較
）
で
、
２
６
．
４

ポ
イ
ン
ト
増
と
な
っ
て
い
る
。
（
政
策
部
、
行
財
政
改
革
部
、
ｼ
ﾃ
ｨﾌ
ﾟﾛ
ﾓ
ｰ
ｼ
ｮﾝ
推
進
部
で
カ
ウ
ン
ト
。
）

●
 都
市
整
備
局
に
お
け
る
女
性
職
員
の
割
合
に
つ
い
て
は
、
１
０
年
間
（
Ｈ
１
５
⇔
Ｈ
２
５
比
較
）
で
、
５
．
３

ポ
イ
ン
ト
増
と
な
っ
て
い
る
。
（
Ｈ
１
５
は
、
都
市
局
+
土
木
局
。
）

●
 技
術
職
（
土
木
、
建
築
、
電
気
、
機
械
）
に
お
け
る
女
性
職
員
の
割
合
に
つ
い
て
は
、
１
０
年
間
（
Ｈ
１
５
⇔

Ｈ
２
５
比
較
）
で
、
７
．
１
ポ
イ
ン
ト
増
と
な
っ
て
い
る
。2
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局 課

　事業の企画・立案・実施にあたり、男女共同参画の視点を取り入れているか。

　固定的な性別役割分担にとらわれずに実施したか。

　対象者として男女双方を想定したか。また、双方にとって利用・参加しやすいよう配慮したか。

　文章の表現・イラストについて男女共同参画に配慮しているか。
（その他の特記事項）　↓

備考達成している 下回った

評価１

総務局 人事課 事業番号

２６年度に
向けた
方向性

重点方針方針

3122

事業内容

２　企画立案管理部門等への積極的な女性職員の配置

参
考

26年度

男女共同参画審議会による指摘に対する対応等について

目標値

今後の方向性

（ＰＬＡＮ）

前年

２５
年度

評価２ （ＣＨＥＣＫ）　数値目標

評価３ （ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画審議会による指摘内容

実績の評価

年
度

25年度目標・実績

実施できた
項目に
　

を入れてく
ださい

目標項目

28

（ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画の視点で事業を実施できたか

3122

（ＡＣＴＩＯＮ）

平成２８年度の１０％以上という目標値を目指し、引き続き女性職員の能力が発揮できる環境づくりに努め、女
性職員の管理職の比率を高めていく。

実施内容 （ＤＯ）

２６
年度

・職域拡大の条件整備
・新部門への女性管理職の登用
(参考)女性職員の管理職登用状況
    (H26.4.1昇任数)
　　部長　0人
　　課長　2人
　　課長補佐　0人
　　係長　25人

・職域拡大の条件整備
・新部門への女性管理職の登用
(参考)女性職員の管理職登用状況
    (H25.4.1昇任数)
　　部長　0人
　　課長　1人
　　課長補佐　5人
　　係長　13人

関連する計画

平成２６年度【第２次尼崎市男女共同参画計画】　実施状況調査票

事業番号/
事業名

施策の方向

事業概要 （ＰＬＡＮ）

○

基本目標

１　政策形成への女性の参画の促進

３　政策や方針の企画・決定における女性の参画拡大

10%以上 6.1%

女性職員の管理職への登用の推進

平成２８年度の１０％以上という目標値を目指し、引き続き女性職員の能力が発揮できる環境づくりに努め、女性職員の管理
職の比率を高めていく。

6.6%

女性職員の能力が発揮できる環境づくりに努め、女性職員の管理職の比率を高めていく。

市の課長級以上の女性の管理職割合

達成
年度

役職者数 役職者数

局 長 級 14 0 (0.0%) 3 0 (0.0%)

部 長 級 52 2 (3.8%) 14 1 (7.1%)

課 長 級 165 12 (7.3%) 44 4 (9.1%)

課長補佐 188 27 (14.4%) 45 7 (15.6%)

係 長 級 446 127 (28.5%) 102 21 (20.6%)

主　　任 414 173 (41.8%) 65 22 (33.8%)

合　　計 1,279 341 (26.7%) 273 55 (20.1%)

全職種 内、技術職

内、女性数（率） 内、女性数（率）

○役職別職員数（H25.4.1)

役職者数 役職者数

局 長 級 14 0 (0.0%) 3 0 (0.0%)

部 長 級 52 2 (3.8%) 14 1 (7.1%)

課 長 級 165 12 (7.3%) 44 4 (9.1%)

課長補佐 188 27 (14.4%) 45 7 (15.6%)

係 長 級 446 127 (28.5%) 102 21 (20.6%)

主　　任 414 173 (41.8%) 65 22 (33.8%)

合　　計 1,279 341 (26.7%) 273 55 (20.1%)

全職種 内、技術職

内、女性数（率） 内、女性数（率）

○役職別職員数（H25.4.1)

役職者数 役職者数
局 長 級 14 0 (0.0%) 3 0 (0.0%)
部 長 級 57 2 (3.5%) 15 1 (6.7%)
課 長 級 170 14 (8.2%) 45 5 (11.1%)
課長補佐 172 23 (13.4%) 42 6 (14.3%)
係 長 級 490 140 (28.6%) 113 25 (22.1%)
主　　任 358 133 (37.2%) 55 18 (32.7%)
合　　計 1,261 312 (24.7%) 273 55 (20.1%)

内、女性数（率） 内、女性数（率）
全職種 内、技術職

○役職別職員数（H26.4.1)
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局 課

　事業の企画・立案・実施にあたり、男女共同参画の視点を取り入れているか。

　固定的な性別役割分担にとらわれずに実施したか。

　対象者として男女双方を想定したか。また、双方にとって利用・参加しやすいよう配慮したか。

　文章の表現・イラストについて男女共同参画に配慮しているか。
（その他の特記事項）　↓

　計 24/84 20/74

　特別支援学校 0/1 0/1

　幼稚園 14/18 6/6

　中学校 1/19 0/20

　高等学校 0/4 0/5

校長 教頭

　小学校 9/42 14/42

　計

校長 教頭

24/84 20/77

　幼稚園 14/18 6/6

　特別支援学校 0/1

14/43

　中学校 1/19 0/20

3123
評価１

教育委員会事務局 職員課 事業番号

女性教員の管理職への登用の推進

達成
年度

下回った

26年度

男女共同参画審議会による指摘に対する対応等について

目標値

達成している

今後の方向性

前年

２５
年度

評価２ （ＣＨＥＣＫ）　数値目標

評価３ （ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画審議会による指摘内容

実績の評価

年
度

25年度目標・実績

実施できた
項目に
　

を入れてく
ださい

目標項目

28

（ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画の視点で事業を実施できたか

実施内容 （ＤＯ）

２６
年度

・女性管理職（校長・教頭）への登用

・性別にとらわれない職務分掌、小中学校における主幹教諭、教務主任、学年主任、研究主任、生徒指導主事への女性の参画

・性別にとらわれない職務分掌、小中学校における主幹教諭、教務主任、学年主任、研究主任、生徒指導主事への女性の参画

・女性管理職（校長・教頭）への登用

（参考）学校園への女性管理職の登用状況

（女性／総数）

（ＰＬＡＮ）

２６年度に
向けた
方向性

重点方針

関連する計画
参
考

方針

3123

事業内容

２　企画立案管理部門等への積極的な女性職員の配置

学校運営における、性別にとらわれない職務分担を推進する。

（ＡＣＴＩＯＮ）

現在、男女問わず、管理職を目指す教員が減少し、市教委としても管理職から主幹教諭等に粘り強く働きかけ
ることによって、候補者を発掘している状態である。今後も引き続き人材発掘に努めるとともに若い教諭を積極
的に指導主事に登用するなど、管理職候補者の育成に努めていく。

0/1

　小学校 9/42

（参考）学校園への女性管理職の登用状況

　高等学校 0/4 0/7

（女性／総数）

現在、男女問わず、管理職を目指す教員が減少し、市教委としても管理職から主幹教諭等に粘り強く働きかけることによって、
候補者を発掘している状態である。今後も引き続き人材発掘に努めるとともに若い教諭を積極的に指導主事に登用するなど、
管理職候補者の育成に努めていく。

平成２６年度【第２次尼崎市男女共同参画計画】　実施状況調査票

事業番号/
事業名

施策の方向

事業概要 （ＰＬＡＮ）

○

基本目標

１　政策形成への女性の参画の促進

３　政策や方針の企画・決定における女性の参画拡大
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局 課

　事業の企画・立案・実施にあたり、男女共同参画の視点を取り入れているか。

　固定的な性別役割分担にとらわれずに実施したか。

　対象者として男女双方を想定したか。また、双方にとって利用・参加しやすいよう配慮したか。

　文章の表現・イラストについて男女共同参画に配慮しているか。
（その他の特記事項）　↓

給与課 事業番号平成２６年度【第２次尼崎市男女共同参画計画】　実施状況調査票

３　政策や方針の企画・決定における女性の参画拡大

評価１

3124

総務局

・年次有給休暇取得（イベント年次休暇の設定含む）促進及び超過勤務の縮減を促すための通知文を発送し、注意喚起を行ってい
る。
・新任役職者並びに新規採用職員等に対する研修の中に次世代育成に関する内容を盛り込み、その中で「次世代育成支援ハンド
ブック」を配付するとともにワークライフバランスの重要性について周知を行っている。

妻の妊娠から産後休暇までの期間で、年次有給休暇を含め、10日以上の休暇を取得する当該男性職員割
合

関連する計画

尼崎市特定事業主行動計画は、平成17年～21年を前期、平成22～26年度を後期計画としているが、次世代育成支援推進
法の失効期限が10年延長されたことに伴い、平成27年度以降に向けた見直しを検討する。具体的には、今年度に開催する
尼崎市特定事業主行動計画推進委員会にて、これまでの取組の進捗状況の確認を行うとともに、当該計画の目標の達成も
含めて見直しを検討していく。

備考

（ＰＬＡＮ）

２６年度に
向けた
方向性

達成
年度

85.30% 25年度26年度目標値 54.20%

達成している

男女共同参画審議会による指摘に対する対応等について

（ＡＣＴＩＯＮ）

尼崎市特定事業主行動計画は、平成17年～21年を前期、平成22年～26年を後期計画としていたが、次世代育
成支援推進法の失効期限が10年延長されたことに伴い、平成26年度に尼崎市特定事業主行動計画推進委員
会を開催し、尼崎市ワークライフバランス推進プロジェクトチームでの検討内容も踏まえ、新たに第Ⅲ期計画を
策定した。今後は、当該第Ⅲ期計画における目標の進捗状況の把握に努めていき、さらなるワークライフバラ
ンスの推進に取り組んでいく。

今後の方向性

3124

前年

２５
年度

評価２ （ＣＨＥＣＫ）　数値目標

評価３ （ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画審議会による指摘内容

実績の評価

年
度

目標・実績

妻の妊娠から産後休暇までの期間で、年次有給休暇を含め、10日以上の休暇を取得することについては、
男性も育児等に参加することで男女の区別なく子育て世代の職員を支えることのできる風土作り等を目的と
しているため。

実施できた
項目に
　

を入れてく
ださい

目標項目

28

（ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画の視点で事業を実施できたか

70％以上

事業概要 （ＰＬＡＮ）

○

基本目標

１　政策形成への女性の参画の促進 重点方針方針

２６
年度

事業番号/
事業名

施策の方向

「尼崎市特定事業主行動計画」の推進

２　企画立案管理部門等への積極的な女性職員の配置

事業内容

参
考

・年次有給休暇取得（イベント年次休暇の設定含む）促進及び超過勤務の縮減を促すための通知文を発送し、注意喚起を行ってい
る。
・新任役職者並びに新規採用職員等に対する研修の中に次世代育成に関する内容を盛り込み、その中で「次世代育成支援ハンド
ブック」を配付するとともにワークライフバランスの重要性について周知を行っている。
・人事管理部各課の職員だけでなく、ワークライフバランスに対する意欲ある職員及び実際に育児経験のある職員やその周りの職
員等、性別・年齢を越えた広い範囲から人選した尼崎市ワークライフバランス推進プロジェクトチームを設置し、計９回の会議を開催
するとともに、ワークライフバランスに関する全庁的なアンケートも実施し、ワークライフバランスの推進に向けた具体的な取組み等
の検討を行い、報告書を作成した。（別紙）

次世代育成支援対策推進法の趣旨に沿い、事業主の責任のもとに、勤務条件をはじめとする職場環境の整備や改善、男女
の区別なく職業生活と家庭生活の両立が重要であるという意識の醸成、職場全体で子育て世代の職員を支えることのできる
風土づくりなどを目的とした計画を推進する。

下回った

実施内容 （ＤＯ）
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1
  

尼
崎
市
職
員
の
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進
に
関
す
る
報
告
書
 

及
び
尼
崎
市
特
定
事
業
主
行
動
計
画
の
改
訂
に
つ
い
て
 

 

Ⅰ
 
尼
崎
市
職
員
の
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推
進
に
関
す
る
報
告
書
に
つ
い
て
 

仕
事
と
生
活
の
調
和
（
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
。
以
下
「
Ｗ
Ｌ
Ｂ
」）
の
推
進
に
つ
い
て
は
、
人
々
の
ラ
イ

フ
ス
タ
イ
ル
や
仕
事
に
対
す
る
意
識
の
変
化
、
少
子
高
齢
化
の
急
速
な
進
展
等
に
よ
り
引
き
起
こ
さ
れ
る
労
働

力
不
足
や
生
産
性
の
低
下
と
い
っ
た
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、
社
会
全
体
で
そ
の
必
要
性
が
認
識
さ
れ
て
い
る
。 

本
市
に
お
い
て
も
、
近
年
、
新
規
採
用
数
が
増
え
、
な
か
で
も
女
性
職
員
の
増
加
が
顕
著
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

特
に
若
手
層
に
お
け
る
女
性
の
割
合
が
急
激
に
高
ま
っ
て
お
り
、
そ
の
結
果
、
数
年
後
に
は
出
産
等
に
よ
る
育

児
需
要
が
著
し
く
高
ま
る
こ
と
が
予
測
さ
れ
る
。
ま
た
、
高
齢
社
会
を
反
映
し
た
介
護
需
要
の
高
ま
り
な
ど
も

あ
り
、
よ
り
適
切
な
組
織
管
理
や
市
民
サ
ー
ビ
ス
力
維
持
の
観
点
か
ら
も
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
Ｗ
Ｌ
Ｂ
の
推
進

が
求
め
ら
れ
て
い
る
状
況
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
本
市
職
員
の
Ｗ
Ｌ
Ｂ
の
推
進
に
つ
い
て
の
庁
内
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

チ
ー
ム
（
以
下
「
Ｐ
Ｔ
」
）
を
設
置
し
、
Ｗ
Ｌ
Ｂ
の
推
進
に
向
け
た
具
体
的
な
取
組
み
等
の
検
討
を
行
っ
た
。

 
 

１
 
総
論
 

国
の
策
定
し
た
「
仕
事
と
生
活
の
調
和
（
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
）
憲
章
」
及
び
「
仕
事
と
生
活
の
調

和
推
進
の
た
め
の
行
動
指
針
」
の
内
容
を
踏
ま
え
、
Ｗ
Ｌ
Ｂ
の
基
本
的
な
考
え
方
や
Ｗ
Ｌ
Ｂ
推
進
の
必
要
性

に
つ
い
て
整
理
を
行
っ
た
。

 
そ
の
中
で
、
Ｗ
Ｌ
Ｂ
の
推
進
に
当
た
っ
て
は
、
単
に
残
業
を
減
ら
す
こ
と
や
休
暇
取
得
日
数
を
増
や
す
こ

と
を
目
的
に
す
る
の
で
は
な
く
、「
仕
事
の
や
り
方
そ
の
も
の
を
見
直
す
こ
と
」
に
主
眼
を
置
き
、
組
織
と
職

員
双
方
に
メ
リ
ッ
ト
の
あ
る
関
係
を
構
築
す
る
こ
と
を
目
指
す
必
要
が
あ
り
、
そ
の
た
め
の
取
組
み
の
基
本

的
方
向
と
し
て
次
の
３
点
を
挙
げ
て
い
る
。

 
    

 

２
 
本
市
の
現
状
と
課
題
 

 
 
 
Ｐ
Ｔ
に
お
け
る
議
論
を
重
ね
る
中
で
、
平
成
2
6
年
1
0
月
に
実
施
し
た
職
員
に
対
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

の
結
果
も
踏
ま
え
、
本
市
の
現
状
を
整
理
す
る
と
と
も
に
、
本
市
の
Ｗ
Ｌ
Ｂ
の
推
進
に
向
け
た
課
題
を
６
項

目
に
集
約
し
た
。
 

 
＜
現
状
＞
 

・
 
職
場
の
リ
ー
ダ
ー
と
な
る
べ
き
3
0
歳
代
の
職
員
が
最
も
少
な
い
（
1
7.
1％
）
一
方
で
、
今
後
、
介
護
需

要
が
見
込
ま
れ
る
4
0
歳
代
が
最
も
多
い
（
2
6
.5％
）。
 

・
 
男
女
比
率
に
お
け
る
女
性
職
員
の
割
合
は
、
1
0・
2
0
歳
代
で
約
５
割
、
30
歳
代
以
上
で
３
～
４
割
と
な

＜
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
推
進
に
向
け
た
取
組
み
の
基
本
的
方
向
＞

 
①
 
時
間
当
た
り
の
生
産
性
を
高
め
て
労
働
時
間
を
減
ら
す
こ
と

 
②
 
業
務
の
代
替
性
を
高
め
る
こ
と

 
③
 
お
互
い
さ
ま
の
精
神
、
助
け
合
う
意
識
の
醸
成

 

№
3124「

尼
崎
市
特
定
事
業
主
行
動
計
画
の
推
進
」
 
別
紙
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2
 

っ
て
い
る
中
、
役
職
別
女
性
比
率
は
課
長
級
以
上
で
7.
3%、
係
長
級
以
上
で
23
.
3%と
低
い
水
準
に
あ
る
。
 

・
 
年
次
有
給
休
暇
及
び
夏
季
休
暇
に
つ
い
て
、
7
～
9
月
ま
で
の
休
暇
取
得
日
数
が
そ
れ
以
外
の
期
間
と
比

べ
て
多
く
、
職
場
の
雰
囲
気
や
そ
の
間
の
業
務
の
進
め
方
等
の
工
夫
が
な
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え

る
。
 

・
 
短
期
の
介
護
休
暇
及
び
子
の
看
護
休
暇
の
取
得
実
績
か
ら
、
家
族
の
介
護
や
子
の
看
護
に
対
す
る
女
性

へ
の
依
存
度
の
高
さ
が
う
か
が
え
る
。
 

・
 
男
性
職
員
を
対
象
と
し
た
出
産
や
育
児
に
係
る
休
暇
の
取
得
実
績
か
ら
、
出
産
と
い
う
イ
ベ
ン
ト
に
対

す
る
周
り
の
理
解
等
が
高
い
一
方
で
、
そ
の
後
の
育
児
に
対
す
る
周
り
の
理
解
や
意
識
が
少
々
低
下
し
て

い
る
傾
向
が
う
か
が
え
る
。
 

・
 
２
級
及
び
係
長
級
・
課
長
補
佐
の
平
均
超
過
勤
務
等
時
間
が
全
体
平
均
よ
り
多
く
、
ま
た
、
同
じ
役
職

者
で
も
個
人
差
が
大
き
い
な
ど
特
定
の
個
人
に
仕
事
が
偏
り
過
ぎ
て
い
る
実
態
が
表
れ
て
い
る
。
 

・
 
男
女
別
で
は
、
男
性
の
方
が
超
過
勤
務
等
時
間
が
相
当
多
い
が
、
係
長
級
・
課
長
補
佐
で
は
、
そ
の
差

が
極
端
に
少
な
く
な
っ
て
い
る
。
 

 
 
＜
課
題
＞
 

 

   

   

３
 
Ｗ
Ｌ
Ｂ
推
進
に
向
け
た
取
組
み
 

・
 
現
状
と
課
題
を
踏
ま
え
、
新
た
な
制
度
導
入
等
を
伴
う
具
体
的
な
取
組
み
10
案
を
考
案
し
た
。
 

・
 
新
た
な
制
度
導
入
等
を
伴
う
取
組
み
と
は
別
に
、
日
々
の
業
務
の
中
で
の
ち
ょ
っ
と
し
た
働
き
方
の
工

夫
等
に
よ
り
実
現
可
能
な
取
組
み
と
し
て
「
今
す
ぐ
で
き
る
取
組
事
例
集
」
を
別
冊
に
ま
と
め
た
。
 

 

４
 
取
組
み
効
果
を
測
る
た
め
の
指
標
 

 
 
 上
記
の
取
組
み
の
実
施
効
果
を
捉
え
る
こ
と
が
で
き
る
指
標
を
次
の
と
お
り
設
定
す
る
と
と
も
に
、
今
後

５
年
間
で
達
成
す
る
べ
き
一
定
の
目
標
値
を
設
け
た
。
 

項
 
目
 

目
 
標
 
値
 

①
 
職
員
1
人
当
た
り
の
年
間
超
過
勤
務
等
時
間
数
 

1
28
時
間
以
下
（
H
25
年
度
対
比
1
0%
減
）
 

②
 
年
間
3
60
時
間
以
上
超
過
勤
務
等
を
行
う
職
員
の
割
合
 
5
.
8
%以
下
（
H
25
年
度
対
比
半
減
）
 

③
 
年
休
の
年
間
付
与
日
数
に
対
す
る
取
得
率
 

7
0％
以
上
 

④
 
男
性
の
育
児
休
業
取
得
者
数
 

年
8
人
以
上
 

⑤
 

 

役
職
者
に
占
め
る
女
性
の
割
合
 

 

課
長
級
以
上
 
 
 
 
15
％
以
上
 

課
長
補
佐
・
係
長
級
 
32
％
以
上
 

①
 
業
務
執
行
体
制
（
業
務
量
、
業
務
内
容
、
職
員
数
等
）

 
②
 
所
属
内
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（
人
員
配
置
、
事
務
分
担
、
働
か
せ
方
等
）

 
③
 
業
務
改
善
と
事
務
の
効
率
化

 
④
 
人
材
育
成
（
各
種
研
修
や
各
職
場
で
の
指
導
・
育
成
、
自
己
研
鑽
等
）

 
⑤
 
制
度
の
充
実
と
運
用
（
休
暇
・
休
業
等
の
制
度
整
備
、
利
用
促
進
等
）

 
⑥
 
職
場
風
土
と
職
員
意
識
（
仕
事
に
対
す
る
価
値
観
や
偏
見
、
職
場
内
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
等
） 

-82-



3
 

Ⅱ
 
尼
崎
市
特
定
事
業
主
行
動
計
画
の
改
訂
に
つ
い
て
 

本
市
で
は
、
平
成
1
7
年
の
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
施
行
に
基
づ
き
、
事
業
主
の
立
場
か
ら
職
員
の
子

育
て
支
援
対
策
と
し
て
、
尼
崎
市
特
定
事
業
主
行
動
計
画
を
策
定
し
て
い
る
。
 

当
該
法
は
制
定
当
初
、
平
成
26
年
度
ま
で
の
10
年
間
を
有
効
期
限
と
し
て
い
た
が
、
平
成
2
6
年
の
法
改
正

に
よ
り
、
そ
の
有
効
期
限
が
10
年
間
延
長
さ
れ
た
こ
と
を
受
け
、
尼
崎
市
特
定
事
業
主
行
動
計
画
に
つ
い
て
も
、

当
初
の
有
効
期
限
（
H
17～
2
6
年
度
）
を
1
0
年
間
延
長
す
る
こ
と
と
し
、
そ
の
う
ち
の
平
成
2
7～
3
1
年
度
を
第

Ⅲ
期
と
す
る
改
訂
を
行
っ
た
。
 

 
 
な
お
、
そ
の
改
訂
に
あ
た
っ
て
は
、
そ
の
取
組
内
容
等
が
本
市
職
員
の
Ｗ
Ｌ
Ｂ
の
推
進
に
か
か
る
も
の
と
密

接
に
関
連
す
る
こ
と
か
ら
、
別
途
提
出
さ
れ
た
Ｐ
Ｔ
か
ら
の
「
尼
崎
市
職
員
の
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
推

進
に
関
す
る
報
告
書
」
の
内
容
を
反
映
さ
せ
る
手
法
で
策
定
を
行
な
っ
た
。
 

 

≪
改
訂
内
容
の
う
ち
新
た
な
制
度
の
導
入
・
見
直
し
を
伴
う
主
な
項
目
≫
 

・
 
早
出
遅
出
勤
務
制
度
の
導
入
 

 
 
 育
児
や
介
護
を
行
う
職
員
等
を
対
象
に
、
一
日
の
勤
務
時
間
の
長
さ
を
変
え
る
こ
と
な
く
、
そ
の
始
業
時

刻
及
び
終
業
時
刻
を
弾
力
的
に
設
定
で
き
る
制
度
を
導
入
す
る
。
 

・
 
子
の
看
護
休
暇
の
取
得
要
件
の
拡
大
 

 
 
 
子
の
看
護
休
暇
の
取
得
要
件
に
つ
い
て
、「
対
象
と
な
る
子
に
係
る
学
校
行
事
参
加
の
た
め
の
休
暇
取
得
を

可
能
と
す
る
」
よ
う
拡
充
す
る
。
 

 ※
 
上
記
の
項
目
に
つ
い
て
は
、
平
成
2
7
年
度
中
の
実
施
へ
向
け
、
現
在
作
業
を
進
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、

こ
れ
ら
以
外
の
「
研
修
の
充
実
」
や
「
育
児
休
業
に
伴
う
欠
員
に
か
か
る
正
規
職
員
対
応
の
強
化
」
等
の
項

目
に
つ
い
て
も
、
随
時
取
組
み
を
進
め
て
い
く
。
 

 

以
 
上
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局 課

　事業の企画・立案・実施にあたり、男女共同参画の視点を取り入れているか。

　固定的な性別役割分担にとらわれずに実施したか。

　対象者として男女双方を想定したか。また、双方にとって利用・参加しやすいよう配慮したか。

　文章の表現・イラストについて男女共同参画に配慮しているか。
（その他の特記事項）　↓

・

平成２６年度【第２次尼崎市男女共同参画計画】　実施状況調査票

事業番号/
事業名

施策の方向

事業概要 （ＰＬＡＮ）

○

基本目標 ３　政策や方針の企画・決定における女性の参画拡大

１　政策形成への女性の参画の促進

（ＡＣＴＩＯＮ）

　今後も女性職員の管理職登用拡大にむけて、女性リーダーを育成・支援するため各種研修へ女性職員を積
極的に派遣するなど研修の充実を図る。

実施内容 （ＤＯ）

２６
年度

○市町村アカデミー　８人（うち女性２人）
・児童虐待防止対策（1人）　　・文化・芸術の活用による地域づくり（1人）
○国際文化アカデミー　１２人（うち女性４人）
・固定資産税課税事務（土地）（1人）　　・生涯学習によるまちづくりを考える（1人）
・住民税課税事務（1人）　　・保育士・幼稚園教諭のための保育行政（1人）
○兵庫県自治研修所　７人（うち女性１人）
 ・女性リーダー育成（1人）
○兵庫県市町振興課　３９人（うち女性６人）
・地方公営企業会計担当職員研修（1人）・市町栄典事務担当職員研修(1人)・徴収事務担当職員研修（1人）
・第１回地方行政課題研究会（地方自治セミナー）（3人）
○阪神南県民局　７人（うち女性１人）
・第２回地域別管理・監督職研修「阪神南地域安全まちづくり県民交流大会」（1人）
○国土交通大学校　４人（うち女性１人）
・建築指導(1人)
○１級在級３年目女性職員対象「「先輩職員の体験談」研修」(50人)

目標・実績

実施できた
項目に
　

を入れてく
ださい

目標項目

28

（ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画の視点で事業を実施できたか

前年

２５
年度

評価２ （ＣＨＥＣＫ）　数値目標

評価３ （ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画審議会による指摘内容

実績の評価

年
度

25年度

下回った

26年度

男女共同参画審議会による指摘に対する対応等について

目標値

達成している

今後の方向性

（ＰＬＡＮ）

２６年度に
向けた
方向性

重点方針方針

3131

事業内容

達成
年度

参
考

3131
評価１

総務局 人材育成担当 事業番号

はたらきガイド

今後も女性職員の管理職登用拡大にむけて、女性リーダーを育成・支援するため各種研修へ女性職員を積極的に派遣する
など研修の充実を図る。

国際文化アカデミー
・基礎から学ぶ地域の国際化と自治体、協会、住民の役割(1人)　・自治体監査実務の基本(1人)
・固定資産税課税事務（土地）(1人)　・住みたい地域のつくり方～地域自治組織と行政の関わり～(1人)
・自治体ファイナンス基礎講座(1人)　・保育士・幼稚園教諭のための保育行政(1人)　・全国地域づくり人財塾(1人)
・自治体の内部統制と監査機能（1人）
公務人材開発協会　　・女性リーダー養成セミナー(1人)
兵庫県自治研修所    ・行政法(争訟)研修(1人)　・民法研修(1人)　・政策法務研修(1人)
兵庫県市町振興課　　・地方債事務担当職員研修（2人）　・地方公営企業会計担当職員研修（2人）
・交付税担当職員研修(1人)　・財務事務担当職員研修（2人）
阪神南県民局　　　　・メンタルヘルス研修（3人）
国土交通大学校　　 ・河川管理(1人)
１級在級３年目女性職員対象「「先輩職員の体験談」研修」(26人)
㈱電通への派遣研修（1人）

３　市職員の能力開発と男女共同参画研修の充実

女性職員の能力開発

関連する計画

女性職員の管理職登用拡大に向け、女性リーダーを育成・支援するための各種研修への女性職員の派遣を実施する。また、女性職員の能
力開発に向け、管理職女性職員と若手女性職員とが交流する場を設け、管理職女性職員体験談の共有により、相談できる機会をつくる。ま
た、新任役職者研修の一環として、市長対話を実施し、女性職員のキャリアアップの推進を図る。

-84-



局 課

　事業の企画・立案・実施にあたり、男女共同参画の視点を取り入れているか。

　固定的な性別役割分担にとらわれずに実施したか。

　対象者として男女双方を想定したか。また、双方にとって利用・参加しやすいよう配慮したか。

　文章の表現・イラストについて男女共同参画に配慮しているか。
（その他の特記事項）　↓

はたらきガイド

・新任課長研修「男女共同参画」　（受講者　17人、　男性　15人、　女性　2人）
・新任課長補佐研修「男女共同参画」　（受講者　22人、　男性　19人、　女性　3人）
・新任係長研修「男女共同参画」　（受講者　38人、　男性　26人、　女性　12人）
・新任係長研修「特定事業主行動計画」　（受講者　37人、　男性　25人、　女性　12人）
・新規採用職員研修「男女共同参画」　（受講者　114人、　男性　56人、　女性　58人）

３　市職員の能力開発と男女共同参画研修の充実

職員研修の実施

男女共同参画推進の一環として、ワーク・ライフ・バランス及びDV 被害者への対応等に係る研修の充実を
図る。

必修研修等の中で、男女共同参画に関する研修を引き続き実施していくとともに、さらに職員の意識向上を図るため、全所属
長に対し、ワーク・ライフ・バランス等に関する研修を実施する。

関連する計画

3132
評価１

総務局 人材育成担当 事業番号

（ＰＬＡＮ）

２６年度に
向けた
方向性

重点方針方針

3132

事業内容

達成
年度

参
考

下回った

26年度

男女共同参画審議会による指摘に対する対応等について

目標値

達成している

今後の方向性

前年

２５
年度

評価２ （ＣＨＥＣＫ）　数値目標

評価３ （ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画審議会による指摘内容

実績の評価

年
度

25年度目標・実績

実施できた
項目に
　

を入れてく
ださい

目標項目

28

（ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画の視点で事業を実施できたか

（ＡＣＴＩＯＮ）

必修研修等の中で、男女共同参画に関する研修を引き続き実施していくとともに、さらに職員の意識向上を図
るため、ワーク・ライフ・バランス等に関する研修を実施する。

実施内容 （ＤＯ）

２６
年度

・新任課長研修「男女共同参画」　（受講者　8人、　男性　6人、　女性　2人）
・新任係長研修「男女共同参画」　（受講者　60人、　男性　36人、　女性　24人）
・新任係長研修「特定事業主行動計画」　（受講者　61人、　男性　38人、　女性　23人）
・新規採用職員研修「男女共同参画」　（受講者　117人、　男性　68人、　女性　49人）
・ワーク・ライフ・バランス研修「ワークライフバランスと組織マネジメント」（所属長対象）（受講者　161人、　男性　146人、　女性　15
人）

平成２６年度【第２次尼崎市男女共同参画計画】　実施状況調査票

事業番号/
事業名

施策の方向

事業概要 （ＰＬＡＮ）

○

基本目標 ３　政策や方針の企画・決定における女性の参画拡大

１　政策形成への女性の参画の促進
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局 課

　事業の企画・立案・実施にあたり、男女共同参画の視点を取り入れているか。

　固定的な性別役割分担にとらわれずに実施したか。

　対象者として男女双方を想定したか。また、双方にとって利用・参加しやすいよう配慮したか。

　文章の表現・イラストについて男女共同参画に配慮しているか。
（その他の特記事項）　↓

評価１

消防局 予防課 事業番号

（ＰＬＡＮ）

２６年度に
向けた
方向性

重点方針方針

3211

事業内容

達成
年度

参
考

下回った

26年度

男女共同参画審議会による指摘に対する対応等について

目標値

達成している

今後の方向性

前年

２５
年度

評価２ （ＣＨＥＣＫ）　数値目標

評価３ （ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画審議会による指摘内容

実績の評価

年
度

25年度目標・実績

実施できた
項目に
　

を入れてく
ださい

目標項目

28

（ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画の視点で事業を実施できたか

3211

（ＡＣＴＩＯＮ）

婦人防火クラブは、男女共同参画の視点に立ち、防火・防災分野への女性参画に大きな役割を寄せるところで
ある。
このことを、クラブ員一人ひとりが再確認し、更なる地域防災力の充実強化を図る必要があることから、平成２６
年度の研修会では、尼崎市男女共同参画審議会委員である立木茂雄教授に講演を依頼した。

また、消防団の役割等について学ぶとともに、婦人防火クラブの活動を発表するなど、地域防災の様々な主体
との意見交換等を行うことで、相互の連携をより強固なものとしている。

今後も継続的にこれらの活動を進めるとともに、新たな担い手の獲得、育成に努める。

実施内容 （ＤＯ）

２６
年度

別紙

平成２６年度【第２次尼崎市男女共同参画計画】　実施状況調査票

事業番号/
事業名

施策の方向

事業概要 （ＰＬＡＮ）

○

基本目標 ３　政策や方針の企画・決定における女性の参画拡大

事業所や地域における防火思想の普及及び火災予防の徹底を図るなかで、男女共同参画の視点をもって自主防災組織等
の育成に努める。

今後も、研修会を通じて消防団や他の自主防災組織との連携を進めるとともに、婦人防火クラブの新たな担い手となる若年
層を中心としたクラブ員の確保に努める。

別紙

２　社会における女性のエンパワーメントの促進

１　防災・防犯等における男女共同参画の推進

防火組織の育成

関連する計画
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種
別

月
　
　
日

事
　
　
業
　
　
名

開
　
催
　
場
　
所

概
　
要

参
加
人
員

6
月
3
0日

尼
崎
市
婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
連
絡
協
議
会

役
員
会

尼
崎
市
防
災
セ
ン
タ
ー

1
1

6
月
3
0日

尼
崎
市
婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
連
絡
協
議
会

運
営
委
員
会

尼
崎
市
防
災
セ
ン
タ
ー

1
10

7
月
2
日

尼
崎
市
防
災
会
議

尼
崎
市
防
災
セ
ン
タ
ー

委
員
：
尼
崎
市
婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
連
絡
協
議
会
会
長

幹
事
：
尼
崎
市
婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
連
絡
協
議
会
副
会
長

2

7
月
3
1日

兵
庫
県
婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
連
絡
協
議
会

委
員
会

兵
庫
県
災
害
対
策
セ
ン
タ
ー

1

6
月
3
0日

尼
崎
市
婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
連
絡
協
議
会

研
修
会

尼
崎
市
防
災
セ
ン
タ
ー

①
 尼
崎
市
女
性
消
防
団
の
活
動
紹
介

②
 婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
の
活
動
紹
介

③
 講
演

　
「
地
域
防
災
力
の
充
実
強
化
に
向
け
て
」

　
講
師
：
同
志
社
大
学
 教
授
 立
木
茂
雄
 氏

1
16

1
0月
2
0日

　
～
1
0
月
2
1日

近
畿
ブ
ロ
ッ
ク
婦
人
防
火
ク
ラ
ブ

幹
部
研
修
会

奈
良
ロ
イ
ヤ
ル
ホ
テ
ル

①
 講
演

　
「
地
域
防
災
力
の
充
実
強
化
へ
の
取
組
」

　
講
師
：
総
務
省
消
防
庁
 地
域
防
災
室
 岡
地
俊
季
 氏

②
 グ
ル
ー
プ
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

③
 意
見
交
換
会

1

1
1月
3
0日

兵
庫
県
婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
連
絡
協
議
会

研
修
会

兵
庫
県
広
域
防
災
セ
ン
タ
ー

広
域
防
災
セ
ン
タ
ー
実
践
デ
モ

2
2

1
2月
1
3日

婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
防
火
防
災
研
修
会

尼
崎
市
北
部
防
災
セ
ン
タ
ー

兵
庫
県
婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
連
絡
協
議
会
研
修
会
の
参
加
ク
ラ
ブ
員
に
よ
る

伝
達
研
修

6
0

1
1月
6
日

秋
の
消
防
総
合
訓
練

パ
ー
ク
タ
ウ
ン
西
武
庫

1
月
1
6日

1
.1
7
は
忘
れ
な
い
地
域
防
災
訓
練

市
立
尼
崎
北
小
学
校
　
他

1
月
2
6日

文
化
財
防
火
デ
ー
消
防
訓
練

難
波
八
幡
神
社
　
他

2
月
2
8日

春
の
消
防
総
合
訓
練

ユ
ニ
ハ
イ
ム
園
田

自
主
防
災
会
が
実
施
す
る
地
域
防
災
訓
練

各
地
で
実
施
さ
れ
た
訓
練
に
参
加
し
、
避
難
所
運
営
に
関
す
る
任
務

に
当
た
る

1
1月
9
日

　
～
1
1
月
1
5日

秋
の
火
災
予
防
運
動
に
伴
う

防
火
広
報
活
動

1
月
1
1日

尼
崎
市
消
防
出
初
式

中
央
中
学
校

3
月
1
日

　
～
3
月
7
日

春
の
火
災
予
防
運
動
に
伴
う

防
火
広
報
活
動

その他の活動

平
成
2
6年
度
（
今
回
）
回
答
分

平
成
２
６
年
度
 婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
の
主
な
活
動
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【
№
３
２
１
１
　
別
紙
　
予
防
課
】

会議等研修会等訓練等
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種
別

月
　
　
日

事
　
　
業
　
　
名

開
　
催
　
場
　
所

概
　
要

参
加
人
員

6
月
2
0日

尼
崎
市
防
災
会
議

尼
崎
市
防
災
セ
ン
タ
ー

委
員
：
尼
崎
市
婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
連
絡
協
議
会
会
長

幹
事
：
尼
崎
市
婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
連
絡
協
議
会
副
会
長

2

6
月
2
8日

尼
崎
市
婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
連
絡
協
議
会

役
員
会

尼
崎
市
防
災
セ
ン
タ
ー

1
0

6
月
2
8日

尼
崎
市
婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
連
絡
協
議
会

運
営
委
員
会

尼
崎
市
防
災
セ
ン
タ
ー

1
04

7
月
2
2日

兵
庫
県
婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
連
絡
協
議
会

委
員
会

兵
庫
県
災
害
対
策
セ
ン
タ
ー

1

1
0月
2
9日

尼
崎
市
婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
連
絡
協
議
会

役
員
会

尼
崎
市
防
災
セ
ン
タ
ー

9

6
月
2
8日

尼
崎
市
婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
連
絡
協
議
会

研
修
会

尼
崎
市
防
災
セ
ン
タ
ー

①
　
防
災
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

「
身
の
回
り
品
の
活
用
術
～
サ
バ
イ
バ
ル
キ
ッ
チ
ン
～
」

1
20

1
1月
4
日

　
～
1
1
月
5
日

近
畿
ブ
ロ
ッ
ク
婦
人
防
火
ク
ラ
ブ

幹
部
研
修
会

ピ
ア
ザ
淡
海

①
　
講
演

　
岩
手
県
婦
人
消
防
連
絡
協
議
会
　
会
長

「
東
日
本
大
震
災
の
支
援
活
動
と
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
」

②
　
図
上
訓
練

「
避
難
所
運
営
ゲ
ー
ム
（
H
U
G
）
」

③
　
意
見
交
換
会

1

1
1月
2
9日

兵
庫
県
婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
連
絡
協
議
会

研
修
会

ひ
め
じ
防
災
プ
ラ
ザ

①
　
講
演

　
総
務
省
消
防
庁
防
災
課

「
婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
へ
の
期
待
」

②
　
ひ
め
じ
防
災
プ
ラ
ザ
見
学

1
5

8
月
3
0日

尼
崎
市
防
災
総
合
訓
練

武
庫
川
左
岸
河
川
敷

1
1月
9
日

秋
の
消
防
総
合
訓
練

イ
オ
ン
尼
崎
店

1
月
1
7日

1
.1
7
は
忘
れ
な
い
地
域
防
災
訓
練

南
武
庫
之
荘
中
学
校
、
他

1
月
2
7日

文
化
財
防
火
デ
ー
消
防
訓
練

広
済
寺
、
他

2
月
2
7日

春
の
消
防
総
合
訓
練

洋
服
の
青
山
尼
崎
総
本
店

自
主
防
災
会
が
実
施
す
る
地
域
防
災
訓
練

各
地
で
実
施
さ
れ
た
訓
練
に
参
加
し
、
避
難
所
運
営
に
関
す
る
任
務

に
当
た
る

1
1月
9
日

　
～
1
1
月
1
5日

秋
の
火
災
予
防
運
動

住
宅
防
火
街
頭
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

市
内
４
箇
所

1
1月
2
6日

尼
崎
市
婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
連
絡
協
議
会

3
0周
年
記
念
大
会

尼
崎
市
防
災
セ
ン
タ
ー

①
　
式
典

②
　
記
念
講
演

　
防
災
ｸ
ﾘ
ｴ
ｲ
ﾃ
ｨ
ﾌ
ﾞ
ﾏ
ﾈ
ｼ
ﾞ
ﾒ
ﾝﾄ
　
岡
本
裕
紀
子
 氏

「
備
え
あ
れ
ば
憂
い
な
し
～
身
近
な
取
り
組
み
が
家
庭
・
町
を
救
う
～
」

③
　
ア
ト
ラ
ク
シ
ョ
ン

　
“
あ
ま
ゆ
～
ず
”
に
よ
る
ミ
ニ
コ
ン
サ
ー
ト

1
月
1
2日

尼
崎
市
消
防
出
初
式

中
央
中
学
校

3
月
1
日

　
～
3
月
7
日

春
の
火
災
予
防
運
動

住
宅
防
火
街
頭
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

市
内
４
箇
所

平
成
2
5年
度
（
前
回
）
回
答
分

その他の活動 会議等

平
成
2
５
年
度
 婦
人
防
火
ク
ラ
ブ
の
主
な
活
動
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【
№
３
２
１
１
　
別
紙
　
予
防
課
】

研修会等訓　練
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局 課

　事業の企画・立案・実施にあたり、男女共同参画の視点を取り入れているか。

　固定的な性別役割分担にとらわれずに実施したか。

　対象者として男女双方を想定したか。また、双方にとって利用・参加しやすいよう配慮したか。

　文章の表現・イラストについて男女共同参画に配慮しているか。
（その他の特記事項）　↓

防火・防災において男女共同参画の視点で取組みを行えるよう、消防団活動への女性の参画を促進する。

平成25年12月13日に「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」が公布・施行され、消防団が地域防災の
中核となって地域防災力の充実強化に取り組むことが明確化されたことにより、今まで以上に消防団に対する期待が高まっ
ている。本市消防団においても、性別にとらわれることなく、組織体制を生かした活動を展開するとともに、市民の防火・防災
意識の向上を図るため、積極的に防火・防災に関する普及啓発活動等を展開し、また市民や自主防災組織などと連携した訓
練を実施し、地域防災力の向上に取り組んで行く。

別紙

２　社会における女性のエンパワーメントの促進

１　防災・防犯等における男女共同参画の推進

消防団活動への女性の参画

関連する計画

評価１

消防局 企画管理課 事業番号

（ＰＬＡＮ）

２６年度に
向けた
方向性

重点方針方針

3212

事業内容

達成
年度

参
考

下回った

26年度

男女共同参画審議会による指摘に対する対応等について

目標値

達成している

今後の方向性

前年

２５
年度

評価２ （ＣＨＥＣＫ）　数値目標

評価３ （ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画審議会による指摘内容

実績の評価

年
度

25年度目標・実績

実施できた
項目に
　

を入れてく
ださい

目標項目

28

（ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画の視点で事業を実施できたか

3212

（ＡＣＴＩＯＮ）

法律施行に伴い、消防団が地域防災の中核となって地域防災力の充実強化に取り組むことが明確化されたこ
とにより、今まで以上に消防団に対する期待が高まっていることから、本市消防団においても、性別にとらわれ
ることなく、組織体制を生かした活動を展開するとともに、市民の防火・防災意識の向上を図るため、積極的に
防火・防災に関する普及啓発活動等を展開し、また、自主防災組織などと連携した訓練では、女性団員ならで
はの意見等を取り入れ、地域防災力の向上に努める。

実施内容 （ＤＯ）

２６
年度

別紙

平成２６年度【第２次尼崎市男女共同参画計画】　実施状況調査票

事業番号/
事業名

施策の方向

事業概要 （ＰＬＡＮ）

○

基本目標 ３　政策や方針の企画・決定における女性の参画拡大
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平
成
2
6年
度
回
答
分

【
№
３
２
１
２
　
別
紙
　
消
防
局
企
画
管
理
課
】

業
務
種
別

活
動
回
数
活
動
団
員
総
数

備
考

防
火
・
防
災
普
及
啓
発
活
動

５
回

３
０
人
地
区
祭
り
、
イ
ベ
ン
ト

訓
練
指
導

１
回

７
人
出
初
式

研
修
等

２
回

１
１
人
兵
庫
県
消
防
学
校
研
修
等

そ
の
他

３
回

１
８
人
団
員
研
修
等
に
お
け
る
司
会
進
行
等

合
計

１
１
回

６
６
人

団
員
一
人
あ
た
り
の
活
動
回
数

（
火
災
出
動
）

（
訓
練
・
警
戒
）業
務
種
別

活
動
回
数
活
動
団
員
総
数

備
考

訓
練

８
回

４
０
人
招
集
訓
練
、
水
防
訓
練
、
地
域
防
災
訓
練
、
署

団
合
同
訓
練
、
機
械
器
具
点
検
、
訓
練
礼
式
訓

練
等

研
修

３
回

２
０
人
新
任
団
員
研
修
、
消
防
ポ
ン
プ
技
術
研
修

訓
練
指
導

３
回

１
０
人
地
域
訓
練

巡
回
広
報

１
６
回

２
６
人
防
火
広
報
等

消
防
出
初
式

１
回

２
０
人

年
末
警
戒

６
回

５
０
人

合
計

３
７
回

１
６
６
人

団
員
一
人
あ
た
り
の
活
動
回
数

（
防
火
指
導
）

　
火
災
件
数
１
４
８
件
中
、
２
０
件
の
火
災
に
２
７
名
が
出
動
。

　
２
６
人
の
女
性
消
防
団
員
が
、
７
８
回
実
施
。

平
成
2
6年
度
活
動
実
績

８
．
２
５
回

４
．
８
回

☆
　
本
部
女
性
消
防
団
員
（８
人
）

☆
　
分
団
女
性
消
防
団
員
（３
４
人
）
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平
成
2
5年
度
（
前
回
）
回
答
分

【
№
３
２
１
２
　
別
紙
　
消
防
局
企
画
管
理
課
】

業
務
種
別

活
動
回
数
活
動
団
員
総
数

備
考

防
火
・
防
災
普
及
啓
発
活
動

８
回

５
３
人
地
区
祭
り
、
イ
ベ
ン
ト
、
学
校
、
幼
稚
園

訓
練
指
導

３
回

２
０
人
出
初
式
、
防
災
総
合
訓
練
等

研
修
等

２
回

１
２
人
兵
庫
県
消
防
学
校
研
修
等

そ
の
他

５
回

２
９
人
団
員
研
修
等
に
お
け
る
司
会
進
行
等

合
計

１
６
回

１
１
４
人

団
員
一
人
あ
た
り
の
活
動
回
数

（
火
災
出
動
）

（
訓
練
・
警
戒
）業
務
種
別

活
動
回
数
活
動
団
員
総
数

備
考

訓
練

８
回

３
７
人
招
集
訓
練
、
防
災
総
合
訓
練
、
水
防
訓
練
、
地

域
防
災
訓
練
、
署
団
合
同
訓
練
、
機
械
器
具
点

検
、
訓
練
礼
式
訓
練

研
修

３
回

１
８
人
新
任
団
員
研
修
、
消
防
ポ
ン
プ
技
術
研
修

訓
練
指
導

２
回

３
人
地
域
訓
練

巡
回
広
報

２
１
回

２
６
人
防
火
広
報
等

消
防
出
初
式

１
回

８
人

年
末
警
戒

６
回

４
５
人

合
計

４
１
回

１
３
７
人

団
員
一
人
あ
た
り
の
活
動
回
数

（
防
火
指
導
）

　
火
災
件
数
２
０
１
件
中
、
３
８
件
の
火
災
に
４
６
名
が
出
動
。

　
２
０
人
の
女
性
消
防
団
員
が
、
４
９
回
実
施
。

平
成
2
5年
度
活
動
実
績

１
４
．
２
５
回

５
．
２
回

☆
　
本
部
女
性
消
防
団
員
（８
人
）

☆
　
分
団
女
性
消
防
団
員
（２
６
人
）
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局 課

　事業の企画・立案・実施にあたり、男女共同参画の視点を取り入れているか。

　固定的な性別役割分担にとらわれずに実施したか。

　対象者として男女双方を想定したか。また、双方にとって利用・参加しやすいよう配慮したか。

　文章の表現・イラストについて男女共同参画に配慮しているか。
（その他の特記事項）　↓

平成２６年度【第２次尼崎市男女共同参画計画】　実施状況調査票

事業番号/
事業名

施策の方向

事業概要 （ＰＬＡＮ）

○

基本目標 ３　政策や方針の企画・決定における女性の参画拡大

方針

3213

（ＡＣＴＩＯＮ）

・今後も尼崎市地域防災計画などの防災計画の策定において、女性等のニーズに配慮した避難場所のあり方
や避難生活の長期化への対策等について検討するなど、男女共同参画の視点を盛り込んでいくこととする。
・市政出前講座において平成２７年度から受講者にアンケートを取り、男女別の防災に係る統計・ニーズの違い
を把握し、今後の防災計画策定の資料として活用する。

実施内容 （ＤＯ）

２６
年度

　尼崎市防災会議　女性部会からの提言（平成２５年１月２９日）を受けたことを踏まえ、平成２６年度に実施した尼崎市地域防災計
画の修正において、男女共同参画の視点を下記のとおり反映した。
・計画の総則部に、防災対策の意思決定の場への女性参画促進を明記し、計画の基本的な考え方として、「多様な主体の協働によ
り立ち向かう防災の推進」を掲げた。（第１章　第２節　第１計画の基本的な考え方）
・災害時に配慮すべき事項として、増大した家庭的責任が女性に集中すること、女性や子育て家庭のニーズが避難場所運営等に
反映されがたいことなどが指摘されていることを明記し、「避難場所の運営に地域における生活者の多様な視点を反映させるため、
女性の参画に努める。」とした。（第４章　第１節　３避難場所等の開設を行う）
・女性センターの役割を明記し、災害発生時に、「女性や子育て家庭に役立つ情報提供を行うとともに、相談窓口を設置する。」とし
た。（第４章　第１節　３避難場所等の開設を行う）

①女性部会提言書（平成２５年１月２９日付け）を受け、男女共同参画の視点等を尼崎市地域防災計画へ反映
  ・協働・男女参画課をはじめ関係課との調整及び協力を得ながら掲載内容の検討を実施した。
　・計画の総則部に、防災対策の意思決定の場への女性参画促進を明記したほか、要配慮者関連や防災教育関連等の各論部へ
の掲載内容案の作成を行った。
②「市民まつり」で、小さな子をもつ女性（約１００人）に対して、防災に関するアンケートを実施。自らの防災について考える機会の
提供に努めた。(アンケート別紙添付）
　・内容は、気象情報等を入手できる防災ネットの登録の有無、避難所の認知度、備蓄など自らの備え等について行った。
③関係課と調整し、「母子健康手帳」や「あまっ子元気ブック」に、災害に備えた子育て家庭向けの携帯品の情報や情報入手先、助
産師からの避難所でのアドバイスなどを掲載した。（掲載内容別紙添付）

目標・実績

実施できた
項目に
　

を入れてく
ださい

目標項目

28

（ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画の視点で事業を実施できたか

3213

前年

２５
年度

評価２ （ＣＨＥＣＫ）　数値目標

評価３ （ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画審議会による指摘内容

実績の評価

年
度

25年度

下回った

26年度

男女共同参画審議会による指摘に対する対応等について

目標値

達成している

今後の方向性

事業内容

参
考

関連する計画

被災現場への女性職員の配置や、防災・災害復興に関する方針決定の場への女性の参画など、男女共同参画の視点を
持った防災施策を推進する。

男女共同参画の視点を踏まえて防災対策への取組みを推進するとともに、本市の防災対策に係る意思決定の場への女性
参画を促進する。

尼崎市地域防災計画

（ＰＬＡＮ）

２６年度に
向けた
方向性

総務局 防災対策課 事業番号

達成
年度

２　社会における女性のエンパワーメントの促進

１　防災・防犯等における男女共同参画の推進

防災・災害復興における男女共同参画

評価１

重点方針
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局 課

　事業の企画・立案・実施にあたり、男女共同参画の視点を取り入れているか。

　固定的な性別役割分担にとらわれずに実施したか。

　対象者として男女双方を想定したか。また、双方にとって利用・参加しやすいよう配慮したか。

　文章の表現・イラストについて男女共同参画に配慮しているか。
（その他の特記事項）　↓

ｄ

２　各種地域団体の意思決定部門への女性の参画促進

出前講座の実施

市民の希望に応じて、市民が集まる場に職員が出向き、男女共同参画についての講座を実施する。

市政出前講座の制度を活用するだけでなく、イベントの際に積極的に講座を実施するなど、ひきつづき機会をとらえて啓発活
動を行っていきたい。

3221
評価１

市民協働局 協働・男女参画課 事業番号

（ＰＬＡＮ）

２６年度に
向けた
方向性

重点方針方針

3221

事業内容

達成
年度

参
考

下回った

26年度

男女共同参画審議会による指摘に対する対応等について

目標値

達成している

今後の方向性

前年

２５
年度

評価２ （ＣＨＥＣＫ）　数値目標

評価３ （ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画審議会による指摘内容

実績の評価

年
度

25年度目標・実績

実施できた
項目に
　

を入れてく
ださい

目標項目

28

（ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画の視点で事業を実施できたか

（ＡＣＴＩＯＮ）

・市政出前講座だけでなく、イベントに絡めて事業を実施するなど、機会をとらえて効果的な啓発活動を行って
いきたい。

実施内容 （ＤＯ）

２６
年度

・武庫地区オピニオンリーダー研修として、「身近にあるＤＶ・デートＤＶについて」で前講座を実施
・園田学園女子大学の授業の一環として、「女性のキャリアプラン」（講師：トレピエ所長）を実施した際、「男女共同参画計画」に関す
る説明をあわせて行った。
・尼崎市男女共同参画推進員の企画による「映画上映会」を女性フォーラムアフターイベントとして開催するなど、機会をとらえての
啓発活動を行った。

・大庄小学校ＰＴＡを対象にＤＶ対策基本計画の説明及び「ＤＶの特徴と現状、防止策」をテーマに出前講座を実施
・武庫小学校ＰＴＡを対象にＤＶ対策基本計画の説明及び「デートＤＶ」をテーマに出前講座を実施
・中央地区人権研修会時に尼崎市男女共同参画推進員の企画による「ＤＶパネル」展示や、尼崎市男女共同参画推進事業者認定
式を、女性フォーラムに合わせて開催するなど、機会をとらえての啓発活動を行った。

関連する計画

平成２６年度【第２次尼崎市男女共同参画計画】　実施状況調査票

事業番号/
事業名

施策の方向

事業概要 （ＰＬＡＮ）

○

基本目標 ３　政策や方針の企画・決定における女性の参画拡大

２　社会における女性のエンパワーメントの促進

-95-



局 課

　事業の企画・立案・実施にあたり、男女共同参画の視点を取り入れているか。

　固定的な性別役割分担にとらわれずに実施したか。

　対象者として男女双方を想定したか。また、双方にとって利用・参加しやすいよう配慮したか。

　文章の表現・イラストについて男女共同参画に配慮しているか。
（その他の特記事項）　↓

備考達成している 下回った

【協働・男女参画課】
・男女共同参画推進員制度を見直し、社会福祉協議会の各地区（１名づつ）と関西国際大学（1名）、園田学園女子大学（2名）から
推進員の推薦をいただいた。委員に対しては研修会の実施、女性センターの講座案内を行うなど、男女共同参画について学ぶ機
会を提供するとともに、各所属団体において、男女共同参画に関する情報提供や啓発活動を依頼した。
・市民一人ひとりが固定的な性別役割分担意識にとらわれず、あらゆる場面において男女共同参画の視点を持つことが必要と考え
ており、女性センターを中心として男女共同参画に関する広報や啓発を広く進め意識啓発に取組んだ。
・女性・勤労婦人センター指定管理者管理運営事業(男女共同参画セミナー)の延べ参加者数　・・・2,243人
（23年度の市民意識調査では、単位福祉協会（自治会）やボランティアなどの地域活動において『企画等の決定は男性が行う』『団
体の長には男性が就く』ことが「当然である」「仕方ない」と考えている人が約20％いる。）

２　社会における女性のエンパワーメントの促進

２　各種地域団体の意思決定部門への女性の参画促進

各種地域団体に対する協力依頼

関連する計画

（ＰＬＡＮ）

２６年度に
向けた
方向性

3222

実施内容 （ＤＯ）

方針

各種地域団体において、女性が団体の意思決定に参画できるように、役員への女性の登用などの推進に理解を求める。

引き続き、女性センターを中心として男女共同参画に関する広報や啓発を広く進め意識啓発に取り組む。
社会福祉協議会等の団体から推薦された男女共同参画推進員が、所属団体内において、男女共同参画に関する情報提供
や啓発活動に取り組んでいただけるよう、今後も、研修会の実施や女性センターの講座案内を行うなど、男女共同参画につ
いて学ぶ機会を提供していく。

地域団体の長に占める女性割合

30%以上 17% 18.94%26年度目標値
達成
年度

【協働・男女参画課】
・男女共同参画推進員について、社会福祉協議会の各地区（１名づつ）と関西国際大学（1名）、園田学園女子大学（2名）から推薦さ
れた委員に対しては、研修会の実施、女性センターの講座案内を行うなど、男女共同参画について学ぶ機会を提供するとともに、
各所属団体において、男女共同参画に関する情報提供や啓発活動を依頼した。
・女性・勤労婦人センター指定管理者管理運営事業(男女共同参画セミナー)の延べ参加者数　・・・4,912人
（23年度の市民意識調査では、単位福祉協会（自治会）やボランティアなどの地域活動において『企画等の決定は男性が行う』『団
体の長には男性が就く』ことが「当然である」「仕方ない」と考えている人が約20％いる。）

【市民活動推進担当】
社協会長・単協会長男女比 別紙

目標・実績

実施できた
項目に
　

を入れてく
ださい

目標項目

28

地域団体の長に占める女性割合の向上にむけて、従来の口頭でのはたらきかけに加えて、福祉協会の会長、副会長に
占める女性割合を問うアンケートを実施するなど、新たな啓発方法を検討されたい。

（ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画の視点で事業を実施できたか

3222
評価１

市民協働局
協働・男女参画課
市民活動推進担当

事業番号

前年

２５
年度

評価２ （ＣＨＥＣＫ）　数値目標

評価３ （ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画審議会による指摘内容

実績の評価

年
度

25年度

参
考

２６
年度

男女共同参画審議会による指摘に対する対応等について

 【市民活動推進担当】
アンケートを実施するにあたり、回答者がアンケートの実施趣旨を男女共同参画の視点での働きかけであることを理解で
きるようどのような手法で、またどのような内容で行うかについて苦慮している。

今後の方向性 （ＡＣＴＩＯＮ）

　【協働・男女参画課】
引き続き、女性センターを中心として男女共同参画に関する広報や啓発を広く進め意識啓発に取り組む。
男女共同参画推進員については、平成27年度から、地域の身近な相談者として重要な役割を担っている民生
児童員連合協議会に推薦を依頼し、特にＤＶ啓発をはじめとする男女共同参画に関する情報提供や啓発活動
に取り
組んでいただけるよう、研修会の実施や女性センターの講座案内を行うなど、学ぶ機会を提供していく。

　【市民活動推進担当】
社会福祉協議会を通じて、連絡福祉協議会・単位福祉協会の会長に向けて、アンケートを実施し、男女共同参
画の意識啓発に取り組んでいく。

事業内容

平成２６年度【第２次尼崎市男女共同参画計画】　実施状況調査票

事業番号/
事業名

施策の方向

事業概要 （ＰＬＡＮ）

○

基本目標 ３　政策や方針の企画・決定における女性の参画拡大

重点方針
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連
協
会
長
・
単
協
会
長
男
女
比
（
平
成
2
7年
3
月
末
現
在
）
　
　
№
3
2
2
2
別
紙
資
料

地
区

男
女

計
地
区

男
女

計
中
央

9
3

1
2

中
央

7
4

2
9

1
03

小
田

1
1

2
1
3

小
田

1
05

1
6

1
21

大
庄

1
5

0
1
5

大
庄

9
3

1
3

1
06

立
花

9
1

1
0

立
花

9
6

1
8

1
14

武
庫

9
3

1
2

武
庫

5
8

2
1

7
9

園
田

1
2

0
1
2

園
田

8
9

6
9
5

計
6
5

9
7
4

計
5
15

1
03

6
18

連
協
（
７
４
連
協
）

単
協
（
６
１
８
協
会
） 平
成
2
7年
度
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連
協
会
長
・
単
協
会
長
男
女
比
（
平
成
2
6年
1
1月
現
在
）
　
　
№
3
2
2
2
別
紙
資
料

地
区

男
女

計
地
区

男
女

計
中
央

9
3

1
2

中
央

7
3

2
9

1
02

小
田

1
1

2
1
3

小
田

1
08

1
3

1
21

大
庄

1
5

0
1
5

大
庄

9
3

1
3

1
06

立
花

9
1

1
0

立
花

9
5

1
9

1
14

武
庫

9
3

1
2

武
庫

5
6

2
3

7
9

園
田

1
2

0
1
2

園
田

8
7

8
9
5

計
6
5

9
7
4

計
5
12

1
05

6
17

連
協
（
７
４
連
協
）

単
協
（
６
１
７
協
会
） 平
成
2
6年
度
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局 課

　事業の企画・立案・実施にあたり、男女共同参画の視点を取り入れているか。

　固定的な性別役割分担にとらわれずに実施したか。

　対象者として男女双方を想定したか。また、双方にとって利用・参加しやすいよう配慮したか。

　文章の表現・イラストについて男女共同参画に配慮しているか。
（その他の特記事項）　↓

３　女性が企画するまちづくりの推進

社会教育関係団体である地域の女性団体を支援し、地域に根ざした女性のまちづくり活動の活性化を図る。

関連する計画

婦人会活動の一層の活性化を図るとともに、組織の充実、新規加入者の促進、積極的な地域への働きかけを行っていく。

活動の活性化に向けて各単位婦人会のリーダーがより、資質の向上に努めるとともに、次世代への人材育成研修や、自主
的な人権研修を実施する。

平成２６年度【第２次尼崎市男女共同参画計画】　実施状況調査票

事業番号/
事業名

施策の方向

事業概要 （ＰＬＡＮ）

○

基本目標

２　社会における女性のエンパワーメントの促進

地域の女性団体への支援

３　政策や方針の企画・決定における女性の参画拡大

（ＡＣＴＩＯＮ）

組織運営については、事務手続等を市で行うなど援助をしてきたが、事務局機能の自立に向けた働きかけを行
うとともに、引き続き研修会の開催や地域で活躍する人材の育成を支援していく。

実施内容 （ＤＯ）

２６
年度

・尼崎市連合婦人会単位婦人会（２１単位）がそれぞれ女性リーダーとしての資質を高めるため、人権研修等を実施した。
  研修参加人数５１７人
・実施期間　１１月から３月
・実施内容　講演・啓発映画及び天ヶ瀬ダム・宇治平等院方面等の現地学習
・参加者　　 婦人会会員と女性市民

・尼崎市連合婦人会単位婦人会（２０単位）がそれぞれ女性リーダーとしての資質を高めるため、人権研修等を実施した。
  研修参加人数４９４人
・実施期間　１１月から３月
・実施内容　講演・啓発映画及び亀岡・嵐山方面等の現地学習
・参加者　　 婦人会会員と女性市民

目標・実績

実施できた
項目に
　

を入れてく
ださい

目標項目
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前年

２５
年度

評価２ （ＣＨＥＣＫ）　数値目標

評価３ （ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画審議会による指摘内容

実績の評価

年
度

25年度

下回った

26年度

男女共同参画審議会による指摘に対する対応等について

目標値

達成している

今後の方向性

（ＰＬＡＮ）

２６年度に
向けた
方向性

重点方針方針

3231

事業内容

達成
年度

参
考

3231
評価１

教育委員会事務局 社会教育課 事業番号

-99-



局 課

　事業の企画・立案・実施にあたり、男女共同参画の視点を取り入れているか。

　固定的な性別役割分担にとらわれずに実施したか。

　対象者として男女双方を想定したか。また、双方にとって利用・参加しやすいよう配慮したか。

　文章の表現・イラストについて男女共同参画に配慮しているか。
（その他の特記事項）　↓

事業概要

達成
年度

（ＰＬＡＮ）

○

基本目標 ３　政策や方針の企画・決定における女性の参画拡大

２　社会における女性のエンパワーメントの促進 重点方針

11団体

【団体・グループへの支援】
（１）自主グループ（トレピエで実施した講座の受講者などが引き続き活動している団体。5団体）
支援内容：保育は1年間、1回500円で実施　／　部屋の予約を一般より1ケ月前から受付　／　部屋使用料5割減免
○市内外の団体と協働し、講座、セミナー、映画会などを開催した。
（２）活動登録団体（トレピエを拠点として「男女共同参画社会の実現」をめざして活動している団体。11団体）
支援内容：部屋代年2回無料使用　／　HPでの活動紹介　／　部屋の予約を一般より1ケ月前から受付　／　部屋使用料5割減免
【連携の推進】
○あまがさき女性フェスティバル
　※尼崎市女性団体協議会が中心となり、29団体が実行委員会を構成。
○あまがさき女性フォーラム
　※活動登録団体他のグループの参画のもと企画運営委員会を構成。
○市民企画講座の実施
　連携を密にしながら企画と当日の運営に参画。

評価１

市民協働局 協働・男女参画課 事業番号

方針

3232(2251)

平成２６年度【第２次尼崎市男女共同参画計画】　実施状況調査票

目標値

今後の方向性

男女共同参画審議会による指摘に対する対応等について

3232(2251)

前年

２５
年度

評価２ （ＣＨＥＣＫ）　数値目標

評価３ （ＣＨＥＣＫ）　男女共同参画審議会による指摘内容

実績の評価

年
度

目標・実績

実施できた
項目に
　

を入れてく
ださい

目標項目
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女性センターに登録している男女共同参画を推進する団体数

３　女性が企画するまちづくりの推進

男女共同参画を推進する団体・グループの支援と連携の推進（再掲）

男女共同参画の推進と女性の自立、社会参加等を支援するため、多くの市民が参加できるフォーラムを開催し、団体・自主
グループの育成と相互の連携を図る。また、登録団体制度を推進する。

関連する計画

男女共同参画を推進するためには、地域で活動する団体・グループとの連携、協働が重要であるとの視点から、団体、グ
ループとの連携を強めていく。自主グループ、活動登録団体などを通した活動支援も進める。

事業番号/
事業名

施策の方向

【団体・グループへの支援】
（１）自主グループ（トレピエで実施した講座の受講者などが引き続き活動している団体。5団体）
支援内容：保育は1年間、1回500円で実施　／　部屋の予約を一般より1ケ月前から受付　／　部屋使用料5割減免
○市内外の団体と協働し、講座、セミナー、映画会などを開催した。
（２）活動登録団体（トレピエを拠点として「男女共同参画社会の実現」をめざして活動している団体。10団体）
支援内容：部屋代年2回無料使用　／　HPでの活動紹介　／　部屋の予約を一般より1ケ月前から受付　／　部屋使用料5割減免
【連携の推進】
○あまがさき女性フェスティバル
　※尼崎市女性団体協議会が中心となり、35団体が実行委員会を構成。
○あまがさき女性フォーラム
　※活動登録団体他のグループの参画のもと企画運営委員会を構成。
○市民企画講座、ギャラリー公募展示の実施
　連携を密にしながら企画と当日の運営に参画。

事業内容

参
考

（ＰＬＡＮ）

２６年度に
向けた
方向性

実施内容 （ＤＯ）

２６
年度

増加 10団体

（ＡＣＴＩＯＮ）

地域への男女共同参画を浸透するために、団体・グループとの連携、協働を進める。
また女性センターだけではできない事業も、様々な団体と協働することで可能となる。
現在実施している事業の継続のほか、今後も団体への協力ができるよう柔軟に対応していく。
様々な団体・グループとの協働の在り方についても随時見直しながら支援を行う。

25年度

下回った

26年度

達成している
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